
職業能力開発大学校・短期大学校における学修への単位認定等について 

 

 

１．職業能力開発大学校・短期大学校の概要 

○ 高校卒業者等を対象に、高度な知識と技能を兼ね備えた実践技術者、生産技

術・生産管理部門のリーダーとなる中小企業のものづくり基盤を支える人材

を養成する教育施設（職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発施設、通

称「ポリテク・カレッジ」）。学校教育法に基づく学校には当たらない。 

○ 設置者は国、都道府県又は認定を受けた事業主。 

○ 訓練期間は、短期大学校の場合は専門課程２年、大学校の場合は専門課程及

び応用課程の計４年。 

 

２．経緯及び現状 

○ 平成 15 年に熊本県及び長野県から、平成 21 年に山形県から、職業能力開

発短期大学校（以下「短期大学校」という。）の大学への編入学を認めるよう、

構造改革特区制度に基づく規制改革要望があった。 

○ これを受けて、中央教育審議会において検討を行った結果、職業能力開発大

学校・短期大学校（以下「職能大等」という。）は、既に単位認定が認められ

ている短期大学や専門学校等と比較して、教員組織、教育課程、施設設備等の

面で遜色ないものと考えられることから、単位認定については認めるべき旨

を提言いただいたところ。 

○ この結果を受けて、文部科学省においては、平成 26年、職能大等における

学修について、大学における単位認定の対象とすることを可能とする告示改

正を行った。 

 

３．編入学に関する検討状況 

○ 一方で、中央教育審議会の審議においては、職能大等から大学への編入学を

可能とするためには、職能大等における学修が、①実態に照らして、大学相当

の教育であると認められる内容であること、②そのことを認めるために、大学

における単位として、実際に認定を受けている実績があることが必要である

との指摘がなされたところ。 

○ 文部科学省としては、「構造改革特別区域の提案等に対する今後の政府の対

応方針」（平成 30 年９月７日構造改革特別区域推進本部決定）に基づき、全

大学に対し職能大等との単位認定等について周知し、単位認定の状況の把握

に努め、その実績を見ながら令和３年度までに制度改正について検討を行う

こととしている。  



 

【参考】職能大等の単位認定に関する法令上の規定 

 

○大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）（抄） 

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第二十九条 大学は、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又

は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が別に定める

学修を、当該大学における授業科目の履修とみなし、大学の定めるとこ

ろにより単位を与えることができる。 

２ 前項により与えることができる単位数は、前条第一項及び第二項によ

り当該大学において修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を

超えないものとする。 

 

○平成三年文部省告示第六十八号（大学設置基準第二十九条第一項の規定に

よる大学が単位を与えることのできる学修） 

 

大学設置基準(昭和三十一年文部省令第二十八号)第二十九条第一項の規定

により、大学が単位を与えることのできる学修を次のように定め、平成三

年七月一日から施行する。 

 

五 次に掲げる学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うものに

おける学修で、大学において大学教育に相当する水準を有すると認めた

もの 

イ 略 

ロ 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）による職業能

力開発短期大学校、職業能力開発大学校及び職業能力開発総合大学校

（略） 

ハ～ホ 略 
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